
Ⅰ はじめに

宮崎大学教育文化学部・大学院教育学研究科は､ 宮崎県教育委員会と宮崎県市町村教育委員

会連合会に後援をいただいて､ 平成２３年１１月２６日に､ 宮崎市民プラザ・オルブライトホー

ルで小中一貫教育フォーラム ｢小中一貫教育をどう進めるか－新しい義務教育の創造をめざし

て－｣ を主催し､ その中心的な企画の一つとして､ シンポジウムを行った｡ 報告者 (所属と職

階は､ 平成２３年度のものである) とそれぞれの報告テーマは､ 次の通りである｡

・推進支援の現場から

石井 豊久 (宮崎県教育委員会学校政策課指導主事)

宮崎県における一貫教育の展開

・連携型の現場から

西田 幸一郎 (小林市立西小林中学校校長)

西小林中学校区における連携型の小中一貫教育の現状と課題

・施設一体型の現場から

清水 健史 (美郷町立美郷南学園校長)

地域を学ぶ ｢美郷科｣ のゴールとしての ｢子ども議会｣ の取り組み

－地域と自分に自信と誇りを－

・教育学研究の立場から

助川 晃洋 (宮崎大学教育文化学部准教授)

小中一貫教育推進の必要性

コーディネーターは河原国男 (宮崎大学教育文化学部教授､ 宮崎大学教育文化学部・教育学

研究科小中一貫教育研究専門委員会委員長) が､ 指定討論者は工藤文三 (国立教育政策研究所

初等中等教育研究部部長) が務めた｡

小中一貫教育をどう進めるか
－新しい義務教育の創造をめざして－

助川 晃洋・石井 豊久・西田 幸一郎・清水 健史
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本稿は､ 上記４名の報告者がそれぞれに､ 当日配布のパンフレット掲載のために作成した報

告資料を一つにつなげたものである (写真は除く)｡ タイトルは､ サブタイトルも含めて､ 上

記フォーラムのものをそのまま用いた｡ また本誌掲載に際しては､ 形式・表現上の調整をはじ

めとして､ 必要な軽い修正を随所に施した (助川による)｡ ただし文体は統一していない｡

Ⅱ 推進支援の現場から：石井報告

宮崎県教育委員会は､ 平成１５年３月に策定した ｢宮崎の教育創造プラン｣ において､ ｢幼・

小・中・高を一貫する指導体制の確立｣ を重要な施策として位置づけ､ それぞれの地域の特性

に応じた一貫教育を支援してまいりました｡

また､ 平成１９年度から ｢地域の特性を生かした多様な一貫教育研究事業｣ を展開し､ 現在

では､ 教育課程特例校の指定を受けて取り組む地域が６市町､ 学習指導要領の枠内で取り組む

地域が１０市町あり､ ２６市町村の半分以上で取り組まれるようになりました｡

そして､ 平成２３年６月に､ 今後１０年間にめざす本県教育の姿と､ その着実な実施に向け､

総合的・計画的に取り組む施策をまとめた ｢第二次宮崎県教育振興基本計画｣ を策定し､ これ

まで推進してきた一貫教育の成果を引き継ぎ､ 小・中・高等学校等の円滑な接続を図り､ 系統

性・一貫性のある教科指導等による学力の向上を図る一貫教育の取り組みや､ 一貫教育等によ

る地域の特性を生かした ｢ふるさと学習｣ の推進､ 小・中・高一貫したキャリア教育の推進､

また､ 乳幼児期から学校卒業後までの特別支援教育の一貫した相談・支援体制の確立に努めて

いるところであります｡

宮崎県が推進する一貫教育とは､ 子ども達一人ひとりの ｢確かな学力｣ の育成と個性の伸長

をめざし､ 隣接､ 或いは近隣の幼・小・中・高等学校や特別支援学校が､ 目標や課題を共有し､

地域の実態を踏まえ､ その特性を生かして､ 系統性・一貫性のある指導を行うことにより､ 子

ども達によりよい教育環境とより質の高い教育を提供することです｡

県内で取り組まれている一貫教育の主な内容は､ 以下の通りです｡

(１) 一貫教育校の運営体制の一元化

(２) 系統的・継続的な学習指導・生徒指導

(３) 特色ある教育活動

具体的には､

(１) 一貫教育校の運営体制の一元化

○一貫教育校の開設 (幼・小・中､ 小・中､ 中・高一貫教育校の開設)

○一貫教育を推進する学校運営体制の構築

○中・高等学校を単位とした教育目標､ めざす子ども像の一元化

○中・高等学校を単位とした学校運営体制､ 校務分掌の一元化

○教職員の兼務体制の構築 等
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(２) 系統的・継続的な学習指導・生徒指導

○９ (１２) 年間を見通すことができる年間指導計画等の作成

○小学校高学年における教科担任制

○小・中・高等学校教職員の相互連携による指導の充実

○授業力向上等に関する研修会 等

(３) 特色ある教育活動

○交流活動

交流授業､ 読み聞かせ､ あいさつ運動､ 清掃活動､ 体験入学､ 学校行事 等

○中・高等学校を単位とした保護者・地域社会との連携

市内一斉職場体験学習､ 読書通帳 等

○中・高等学校の特色を生かした取り組み

ウォークラリー､ 地域の日の設定 等

○総合的な学習の時間における地域学等の実施 等

が挙げられます｡

｢知｣､ ｢徳｣､ ｢体｣ の調和のとれた質の高い教育を提供するためには､ 各校種間の系統性・

一貫性のある教科指導等による基礎学力の定着や､ 多様な交流活動による豊かな人間性や社会

性の育成等が必要です｡

一貫教育の実施方法としては､ 施設一体型の形態もありますし､ 隣接する学校で児童・生徒

や教師間の交流を図り､ 一体となって取り組む形態もあります｡ また､ 中学校区において領域

を特化した指導方法の一貫､ 例えば､ 生徒指導の一貫や学習指導方法の一貫に取り組んでいる

地域もあります｡ それぞれの地域において､ その地域に応じた ｢子どもの学びの一貫｣ の推進

を図っていただいています｡

県内で取り組まれた一貫教育の成果としては､ ｢ 『家庭学習リズム表』 を利用して､ 勉強開

始時間・学習時間の点検活動を行ったことで､ 保護者や児童・生徒の意識も高まり､ 家庭学習

が充実してきた｣､ ｢無言清掃やあいさつ､ 姿勢指導については､ 小学校での指導も入り､ 非常

にスムーズになった｣ という声が寄せられるなど､ 児童・生徒の望ましい変容が多く見られる

ようになりました｡

これらは､ 小・中学校の先生方がめざす児童・生徒像に向けて組織的な体制を充実させ､ ベ

クトルを同方向に向け､ 円滑な接続を進めるとともに､ ９年間の系統的な指導を意識した取り

組みの表れだと考えています｡

子ども達一人ひとりの ｢確かな学力｣ の育成と個性の伸長をめざし､ 隣接､ 或いは近隣の幼・

小・中・高等学校等が一体となって目標や課題を共有し､ 地域の実態を踏まえ､ その特性を生

かして､ 系統性・一貫性のある指導に取り組んでいくことは､ 今後さらに重要視されてきてい

ます｡

現在､ 県教育委員会としましては､ 平成２２年度から平成２４年度まで ｢一貫教育普及・支

援事業｣ を展開しているところですが､ 今後も各地域の幼・小・中・高等学校等が円滑な接続

を図りながら､ 連続性のある学校生活を通して､ 子ども達の人間としての調和のとれた育成を
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めざしていけるように､ 各地域で推進する一貫教育を支援してまいります｡

Ⅲ 連携型の現場から：西田報告

１ 中学校区の概要

西小林中学校区は､ 幸ヶ丘小学校 (児童数２２名)､ 西小林小学校 (児童数１７８名)､ 西小

林中学校 (生徒数１３７名) の３校で､ 連携型の小中一貫教育を平成２０年度から実施してい

る｡ 本中学校区では､ 共通の教育目標を設定し､ また､ その教育目標の実現に向けて共通の研

究主題を設定し､ ３校の教職員を ｢知育｣､ ｢徳育｣､ ｢体育｣､ ｢食育｣､ ｢教育課程｣ の５班に分

け､ 児童・生徒の実態把握､ 目標の設定､ 重点化した取り組みなど､ 実践的研究を進めてきた｡

２ 西小林中学校区の取り組みの実際

本中学校区の取り組みについては､ 平成２０年度から平成２２年度までの３年間は､ 小中一

貫教育を行うための基盤整備､ 特に､ ６・３をつなぐ小・中学校の接続期を意識した取り組み

を中心に､ 下記の内容で進めてきた｡
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西小林中学校区の教育目標

確かな学力・豊かな心・健やかな身体をもち､ ふるさとを愛しながら､ 自分に自信と誇

りをもつ児童生徒の育成

教育課程班

・交流授業について
中学校 (数､ 英､ 音､ 家､ 体) から小学校へ
小学校から中学校 (数､ 社) へ

・合同行事について
３校合同ふれあい活動､ クリーンアップ作戦 等

・ＰＴＡや保護者・地域との連携
西小林中学校区小中一貫教育推進協議会等の取り組み

・３校合同経営案の作成
・ ｢こすもす科｣ の年間指導計画の作成及び実施 等

知育班

・学力にかかわる実態把握
・９年間を見通した学力向上プランの設定
・各教科指導プランの作成
・学習指導方法及び形態の工夫
・発達段階に応じた基本的な学習習慣の定着 等

徳育班

・道徳教育の充実
・３校共通した基本的な生活習慣の重点事項の設定
・生徒指導重点項目 ｢にしこばやってみるべし｣ の推進
・交流活動 等
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３ ３年間の主な成果

(１) 児童・生徒の視点から

○中学校進学時の不安が解消されてきた｡

※進学前の中学校の教師､ 先輩との人間関係の構築

○小・中兼務教員による交流授業の実施により､ きめ細かな個別指導や個に応じた少人数指

導の実施が可能になり､ 学習意欲や学力の向上が図られつつある｡

(２) 教職員の視点から

○小・中合同の研修会や会議等を開催することにより､ 教職員間の交流が深まるとともに､

小・中学校それぞれの特性や課題等について理解することができた｡

○教職員相互の交流が深まり､ 本地区の児童・生徒を全職員で育てようとする意識が高まっ

た｡ また､ 日常的に校種間での情報交換が行われるようになってきた｡

※児童・生徒理解の充実

(３) 地域・保護者の視点から

○地域・保護者への広報活動により､ 小中一貫教育に対する理解が進み､ 支援体制が整いつ

つある｡

○中学校区を単位とするＰＴＡ組織を編成し､ 合同会議や共通実践事項等を行うことにより､

互いの親睦が図られ､ 共通して子ども達を育てる雰囲気が醸成されつつある｡

４ 平成２３年度の取り組み (学力向上に課題を焦点化)

小中一貫教育の目標は､ ９年間を見通した系統性・一貫性のある教育活動を通して､ 共通に

設定した中学校区の教育目標を達成することにある｡ つまり､ 教育目標にあるような児童・生

徒像に変容させることが最終的なねらいである｡

共通に設定した教育目標から児童・生徒の状況を振り返ったとき､ 現在の中心課題は､ 児童・

生徒に ｢確かな学力｣ を身につけさせることであるととらえている｡ 中学校区の知育の目標は､

｢学力テストにおいて全国平均以上の学力を目指す｣ こととしていたが､ 平均点から見ると､

ほぼ目標に近い学力が身についてきた｡ しかし､ 児童・生徒の得点分布を分析してみると､

｢学力の二極化｣ の傾向が現れており､ すべての児童・生徒に ｢確かな学力｣ を身につけさせ

ているとは言えない状況にある｡

このようなことから､ 本中学校区においては､ 児童・生徒一人ひとりの学力の向上､ 特に下

位の児童・生徒の学力の向上に取り組むことを研究の大きな柱の一つとして取り組むことにし

た｡ 現在､ 各班でそれぞれ研究を進めているが､ その過程を通して､ 課題解決に必要であると

思われる点をいくつか述べてみたい｡
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体育班

・体力向上プランの設定

・体力向上への取り組み

・体力の実態と考察 等

食育班

・食に関する指導の全体計画作成

・食に関するアンケート実施と結果の考察

・３校合同食育だよりの発行 等



(１) 学力の実態把握とつまずきの分析

各教科の児童・生徒の実態を平均点の分析にとどまらず､ 誰が､ どの分野等に課題があるの

かをしっかり分析することが必要である｡ 特に､ 苦手な児童・生徒の実態分析は必要である｡

(２) 小・中学校の授業参観の実施

小中一貫教育を行う上では､ ９年間で育てる児童・生徒像を意識し､ 互いが責任を持ち､ と

もに育てていくことが重要である｡ そのためにも､ 定期的に互いの授業を見合い､ 教科におけ

る児童・生徒の実態把握や異校種の指導のあり方を見定めていくことが必要である｡

(３) 十分に学力が身についていない児童・生徒への指導のあり方についての研修の充実

例えば､ 中学校の数学で分数の考え方が身についていない生徒にどのような指導が必要かを､

小・中学校で指導している教諭が合同で検討していくことが必要である｡

(４) 十分に学力が身についていない児童・生徒への交流授業の充実

現在､ 中学校から小学校へ五つの教科の交流授業が行われている｡ 今後､ 中学校の下位の生

徒に対して､ 小学校教員が指導に当たることが有効ではないかと考える｡

〇中学校の習熟度別授業に小学校兼務教諭が加わる｡

〇教科の単元導入時の指導を小学校兼務教諭が行う｡

〇サマースクール等の長期休業期間を活用し､ 小・中学校教諭が協力して授業を行う｡

小学校は､ 学級担任制であることから､ 実施可能な範囲を模索していきたい｡

Ⅳ 施設一体型の現場から：清水報告

１ 学校の概要

美郷南学園は､ 平成２３年４月に南郷区内の四つの小学校と一つの中学校が一緒になって生

まれた施設一体型の小中一貫教育校 (南郷小学校､ 南郷中学校) で､ 小学生が８４名､ 中学生

が４６名｡ 各学年が１０名前後から２０名前後の小規模へき地校である｡

美郷町では､ 中学校を卒業するとほとんどの生徒が､ 親元を離れて下宿や寮に入り､ 高校生

活を送ることになるため､ 中学校を卒業するまでに､ いかに地域と自分自身に自信や誇りを持

たせるかが大きな課題となっている｡

２ 小中一貫教育の中で地域を学ぶ ｢美郷科｣

美郷町は､ 全町を挙げて小中一貫教育に取り組んでおり､ 地域を学ぶ ｢美郷科｣ は､ その取

り組みの重要な柱の一つとなっている｡ 平成１９年３月に国の構造改革特区の認定を受け､

｢美郷科｣ という教科としてスタートした｡ それぞれの区ごとに､ 小学１年生から中学３年生

まで学習活動を系統的に配列し､ ９年間を通して､ 地域の豊かな自然や産業､ 地域の人々につ

いて学べるようにしている｡

３ ９年生で学ぶ ｢子ども議会｣ (平成２２年度の取り組み)

(１) 単元のねらい

○生徒が南郷区について考察したことをもとに発表することを通して､ 自分に自信を持たせ

るとともに､ 今後の南郷区について学ぶ機会とする｡

○町議会の体験を通して､ 議員や役場の職員がどのように美郷町を考えているかを知り､ 地
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域に対する誇りを育てるとともに､ 議会民主主義の仕組みについての理解も深めさせる｡

(２) 単元構成 (全４５時間中､ 議会関連２８時間)

〇平成２２年度の中学３年生は３４名｡ 一人ひとりが自分が調べてみたいジャンルを決め､

同じジャンルを選んだ生徒同士で六つの班を構成した｡

○平成２２年５月から９月にかけて､ ジャンルごとにまとめる作業を通して現状や課題に気

づかせるようにし､ その後､ 議会に向けて質問や提言の検討を行った｡

(３) ｢子ども議会｣ の当日

平成２３年１月に実施｡ 美郷町教育委員会と ｢子ども議会｣ に向けての話し合いを進めてい

くうちに､ 本物の議会と同じように進めていくことにした｡ 事前に質問事項を議会運営事務局

に送付し､ 役場の方では､ 各課の課長や主幹が答弁書やＱ＆Ａを作成した｡

当日は､ 町長以下各課の課長も出席｡ 答弁は町長､ 或いは該当する課長が行った｡ また､ ほ

とんどの町議会議員も傍聴席に陣取り､ 議場を使った最初の ｢子ども議会｣ の取り組みの様子

を見つめていた｡ 議長は生徒だったが､ 議会事務局が進行原稿を準備し､ それに従って進行し

た｡

○当日のスケジュール

８：００～８：５０ 移動

８：５０～９：２０ 打ち合わせ

９：３０～１１：３０ 議会

議会の内容

開会宣言
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項目 時数 学習内容

オリエンテーション １ 前年度の発表の様子をビデオをで見て､ 意欲を高める｡

ジャンル決定 １
南郷区の ｢行政｣､ ｢観光｣､ ｢林業｣ 等から自分が調べてみ
たいジャンルを決定する｡

調査内容検討 １ ジャンルごとに調べてみたいことを考えて整理する｡

調査 ４ 班ごとに電話や面談等の方法を用いて調べる｡

模造紙へのまとめ ４ 調べたことについて､ ジャンルごとに模造紙にまとめる｡

相互評価・課題の検討 １
１０月の文化祭で模造紙を展示後､ まとめについて相互評
価を行い､ 南郷区の課題について考える｡

対策検討・調査 ６ 課題への対策､ 提言についての調べ学習や整理を行う｡

発表準備 ６ 提言のまとめを行い､ プレゼン資料等を作成する｡

子ども議会 ４
町長や各課長出席の下､ 議会運営の方式に則って､ 町議会
の議場で行う｡ (質問・答弁・提言)

まとめ ２ 感想をまとめ､ いままでの南郷区での生活を振り返る｡



進め方についての説明

一般質問・答弁

・福祉について

・観光・商業について

・農業について

・林業について

・行政について

・町おこしについて

閉会宣言

町教育委員会講評

事務連絡

○一般質問・答弁の流れについて

班ごとに､ 質問→答弁→追加質問→答弁→提言の流れで議事を進めた｡

○一般質問の例 (農業班)

｢使用していない水田の面積はどれくらいあるか｣｡

｢使用していない水田の利用法はどのようなものがあるか｣｡

｢これから､ 農業の特産物として一押ししていきたい農作物は何か｣｡

○提言の例 (農業班､ 商業観光班､ 町おこし班)

農業班 … 休耕田の活用として､ 豊かな自然を生かした農業体験ツアーやオーナー制

度を行ってはどうか｡ また､ 南郷の厳しい気候にあったブドウの栽培を行っ

てはどうか｡

商業観光班 … 温泉前や神門小学校の校庭を活用して公園を作ってはどうか｡ 恋人の

丘､ 百済の館､ 西の正倉院､ 山霧温泉を巡るウォークラリーを行っては

どうか｡

町おこし班 … 農業体験をしてもらう場として､ また､ 鬼神グループ等､ 地元の生産

活動を知ってもらう場として､ 学校の跡地を活用してはどうか｡

(４) ｢子ども議会｣ を行って

議会中､ 町長や各課長が､ 生徒の発表を聞きながら一生懸命メモをとっていた｡ 何人かの課

長と話をしたが､ 生徒がしっかり調べていること､ 発想の豊かなことに驚いていた｡ ｢お世辞

ではなく､ 本当に勉強になりました｣ とおっしゃった方もいた｡

議会後に生徒に感想文を書かせたが､ どの生徒も長い感想文の中に ｢熱い｣ 気持ちを込めて

おり､ 教職員はもちろんのこと､ 役場や町議会の方々を大変喜ばせた｡ 生徒の感想には､ 次の

ような意見が多く見られた｡

｢この発表のために､ 美郷町のことを一生懸命調べた｣｡

｢本当に緊張した｡ その中でしっかり自分の役割を果たせてうれしかった｣｡

｢自分たちのために町長や役場の方がこのような場を作っていただいてうれしかった｣｡

｢町長や役場の方､ そして議員の方が､ どれほど美郷町のことを深く考えているのかが

よく分かった｣｡

｢美郷町のことを誇りに思えた｡ いつか美郷に帰ってきたい｣｡
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(５) 生徒感想文 (農業班の生徒)

４ 最後に

実際の議場を使って､ 全員の生徒が参加する ｢子ども議会｣ を行うことで､ 生徒が真剣に学

習し､ 発表することにつながった｡ また､ 町長をはじめ役場職員が､ 生徒を ｢子ども扱い｣ せ

ずに誠実に対応したことが､ 生徒の感動や自信につながったのではないかと思う｡ ９年間にわ

たる地域を学ぶ学習の最後にふさわしい取り組みであったと感じている｡

Ⅴ 教育学研究の立場から：助川報告

１ 基本類型

小中一貫教育推進の必要性 (理由) は､ 次の四つに分類することができる(１)｡
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私たち農業班は､ ｢農業体験ツアー｣ を提言しました｡ 今回提言するにあたって､ 取材を

行ったり､ 何度も文章を書き直したり､ 様々なことに取り組んできたので､ その分､ 驚き

や現状の過酷さを感じました｡ 私は､ 班の中で文章担当だったのですが､ たくさんのキー

ワードを調べて書いていくうちに南郷の問題やこれからこうしていくべきなのではないか､

という今まで見えていなかったものが見えてきたように思います｡ 班のみんなで､ 毎回､

時には放課後などにも読む練習を繰り返し､ 先日､ とうとう本番を迎えました｡ 当日は､

本当に緊張して､ 声が震えていました｡ しかし､ それは私だけではなく､ 班のみんな､ ク

ラスのみんな､ 先生方､ 議会を開いてくださった方々､ その場にいる全ての人たちもそう

でした｡ そんな緊張感の中で､ 自分たちの気持ち・意見を相手に伝えるというのは難しく､

私たちが大人になる上で 必要となってくる大切なことだと思いました｡ そして農業につい

ては､ あまり解決策が見つかってないと分かりました｡ その上で､ 私たちはまた､ 農業の

過酷さを知った気がします｡ 今までこういう体験をすることはありませんでしたが､ 私は

とても良い体験をさせていただいたと思っています｡ もし､ 私たちが調べてまとめること

だけをしていたとするならば､ ここまで南郷について真面目に考えることはなかっただろ

うと思います｡ ｢南郷の農業を変えたいんだ！残したいんだ！｣ という思いを伝える場があっ

たからこそ､ 私たちは ｢農業体験ツアー｣ という案を思いつき､ 改めて南郷のよさを学べ

ることができたと思います｡ 私は､ ここに生まれたことを誇りに思います｡

少子化対応型 学力底上げ型 重点目標等追求型 保護者ニーズ対応型

背景
(将来予測
を含む)

児童・生徒数が
減少傾向にあり､
(過) 小規模校が
出現している｡

小学校の学習内
容を十分に修得し
ないまま中学生に
なっている子ども
がいる｡

現代的諸課題に
対応する教育実践
が求められている｡

主に中学校進学
段階において学校
選択可能状況が生
じている｡

目的
学習集団の規模
や教員配置等を適
正化する｡

児童・生徒に基
礎学力を保障する｡

教育実践の研究
開発を組織的に行
う｡

積極的に選択さ
れる (信頼される)
学校をつくる｡



以上の４類型は､ あくまでも理念型モデルとして設定したものであり､ 普及の実情には必ず

しも即していない｡ また実際には､ 一つの類型を基本としながらも､ 他の類型を要素として混

合しているケースが一般的であり､ したがって純粋型というのは見出し難い｡ しかしこれらは､

個々の事例を認識する際の有益な参照基準及び実践の検証評価を可能にする基礎的条件となる

であろう｡

２ 宮崎県小林市の場合

小林市における小中一貫教育推進の理由は､ 次のように把握されていると考えることができ

る｡

(１) 小林市では､ 児童・生徒数の減少と学校の小規模化が進行しており､ またその継続が､

かなりの確率で予想されている｡ こうした問題状況下において､ 小中一貫教育は､ ｢学習集団

や生活集団を増やす方法｣､ ｢学校規模の適正化を推進する｣ ための ｢具体的方策｣ として期待

されている(２)｡ すなわち小林市教育委員会は､ ｢少子化対応｣ のために､ 小中一貫教育の導入

を決定したと判断することができる｡

(２) ｢小林市小中一貫教育基本計画｣ (平成２０年１１月) に示された小林市の小中一貫教

育構想においては､ ４・３・２学年区分と小学校段階からの一部教科担任制の導入､ ｢こすも

す科｣ の創設といった特徴が見られる(３)｡ 前者は､ 接続・移行期に生じる児童・生徒の学校

不適応状況に対する事前的・予防的対応を意図した教育方法上の工夫であり､ 後者は､ ｢生き

ること｣ を主題とした新しいカリキュラム開発の取り組みである｡ すなわち､ ここで小中一貫

教育推進の理由は､ 上述した ｢少子化対応｣ に加えて､ ｢重点目標等追求｣ という観点を取り

入れることで､ 教育論として一層強化されたのである｡

(３) 西小林中学校区３校では､ 算数・数学科において習熟度別少人数指導が行われている｡

しかもそこには､ 小学校から中学校へと教員が乗り入れて､ 低学力の７年生 (中学１年生) の

｢補充的な学習｣ を指導するという実践が含まれている(４)｡ このとき西小林中学校区では､ 小

中一貫教育ならではの仕組みを活用することで､ ｢学力底上げ｣ がめざされているのである｡
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方法

同一中学校区内
に位置する小・中
学校間の連携を深
める｡

接続期を中心に､
小・中学校の教員
が連携し､ 相互に
乗り入れ授業等を
行う｡

９年間を見通し
たカリキュラム開
発や教育方法の工
夫等を行う｡

専門性の高い
(質の高い) 授業
の実現等､ 学習指
導の充実を図る｡

副次効果

・財政面での節
約と効率化
・地域コミュニ
ティの活性化

・教員の指導力
向上
・児童・生徒の
生徒指導上の効果

・教員の指導力
向上
・児童・生徒の
生徒指導上の効果
・地域コミュニ
ティの活性化

・教員の指導力
向上
・児童・生徒の
生徒指導上の効果
・地域コミュニ
ティの活性化



小中一貫教育をどう進めるか
－新しい義務教育の創造をめざして－

３ 宮崎県美郷町の場合

美郷町における小中一貫教育推進の理由は､ 次のように把握されていると考えることができ

る｡

(１) 美郷町では､ 児童・生徒数の激減と学校の過小規模化が進行し､ そこから様々な問題

(例えば複式学級､ 入学者ゼロ､ 免許外教科の授業担当等) が派生している｡ そこで ｢学校と

しての生活集団や学習集団の確保と教育機能の維持向上｣ が ｢重要な教育的課題｣ となり(５)､

その解決が､ 小中一貫教育に求められた｡ すなわち美郷町教育委員会は､ ｢少子化対応｣ のた

めに､ 小中一貫教育の導入を決定したと判断することができる｡

(２) 美郷南学園では､ ふるさとを学び､ 地域の産業等から生き方を学ぶ ｢美郷科｣ の単元

｢子ども議会｣ の最後に､ ９年生 (中学３年生) が､ ９年間にわたる学習の成果を実際の町議

会場で発表・提言し､ 町長をはじめ､ 役場職員から対応していただく機会を設定している｡ こ

の実践は､ ｢中学校を卒業するまでに､ いかに地域と自分自身に自信や誇りを持たせるかが大

きな課題となっている｣(６) 美郷町に特徴的なものであり､ 地域の切実な課題に向き合った取

り組みとして､ ｢重点目標｣ を ｢追求｣ したものとみなすことができる｡

４ 今後の展望

本報告では､ 小中一貫教育推進の必要性について､ 教育学研究の立場から､ 批判的に検討し

た｡ これを出発点として､ 義務教育の質の保証・向上に資する ｢義務教育学｣ の創成に貢献し

たい｡

(執筆分担：Ⅰ・Ⅴ 助川､ Ⅱ 石井､ Ⅲ 西田､ Ⅳ 清水)
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